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令和８年度 丹波篠山市水道事業会計補正予算（第１号）

　（総　則）

第１条　令和８年度丹波篠山市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和８年度丹波篠山市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次の

　とおり補正する。

 第１款　水 道 事 業 収 益

 　第１項

 　第２項

 第１款　水 道 事 業 費 用

 　第１項

 　第２項

　（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額８４３，６５７千円は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額３９，７７２千円、過年度分損益勘定留保資金４９０，２８７千円、当年度分損益勘定留保資金１２，
４８３千円、減債積立金２８２，９１１千円及び建設改良積立金１８，２０４千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不
足する額８４３，９５４千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４１，２８６千円、過年度分損益勘定留保資
金４９６，７６５千円、当年度分損益勘定留保資金４，５７１千円、減債積立金２８２，９１１千円及び建設改良積立金１８，
４２１千円」に改め、資本的支出の予定額を、次のとおり補正する。

営 業 外 費 用 １３４,５０３千円 △１,１０６千円 １３３,３９７千円

支　　　　　　　出

１,９１０,６２６千円

営 業 費 用 １,７６２,５８８千円 △５,３６２千円 １,７５７,２２６千円

１,９１７,０９４千円 △６,４６８千円

△ ９,５５９千円

（　計　）

収　　　　　　　入

２,０８１,８１９千円

営 業 収 益 １,３２０,９０５千円 △ ３３９千円 １,３２０,５６６千円

（科　　　目）

７５１,３５４千円

△ ９,８９８千円 ２,０７１,９２１千円

営 業 外 収 益 ７６０,９１３千円

議案第８８号

（既決予定額） （補正予定額）

－1－



－2－

 第１款　資 本 的 支 出

 　第１項

 　第２項

　（企業債）

第４条　予算第５条に定めた企業債の利率を次のように改める。

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第５条　予算第８条に定めた経費の金額を次のように改める。

職 員 給 与 費

　（他会計からの補助金）

第６条　予算第９条中「４２５，３６９千円」を「４１９，２４２千円」に改める。

起債の目的
利率

補正前 補正後

丹波篠山市長　酒井　隆明  　

　　令和８年９月３日提出

１００,３１０千円 △１,７９０千円 ９８,５２０千円

上水道事業

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額）

４．０％以内

（　計　）

企 業 債 償 還 金 ８２５,４５４千円 ８０千円 ８２５,５３４千円

５．０％以内

１,２９６,５６５千円 ２９７千円 １,２９６,８６２千円

建 設 改 良 費 ４７１,１１１千円 ２１７千円 ４７１,３２８千円

支　　　　　　　出

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　計　）



丹波篠山市水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

（単位：千円）

（単位：千円）

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

3,402 △ 3 3,399

133,397 内消費税及び地方消費税

1 支 払 利 息 129,601 △ 1,103 128,498

2 営業外費用 134,503 △ 1,106

5 資 産 減 耗 費 4,104 107 4,211

4 減 価 償 却 費 870,034 △ 3,462 866,572

3 総 係 費 143,959 △ 1,593 142,366

2
配 水 及 び
給 水 費

154,750 △ 694 154,056

1
原 水 及 び
浄 水 費

589,740 280 590,020

1 営 業 費 用 1,762,588 △ 5,362 1,757,226 内消費税及び地方消費税 3

計 備　　考

1 水 道 事 業
費 用

1,917,094 △ 6,468 1,910,626 内消費税及び地方消費税 3

支　　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額

3
長 期 前 受 金
戻 入

325,312 △ 3,432 321,880

2 他会計補助金 425,369 △ 6,127 419,242

751,354 内消費税及び地方消費税2 営業外収益 760,913 △ 9,559

2 他会計負担金 15,177 △ 339 14,838

1 営 業 収 益 1,320,905 △ 339 1,320,566 内消費税及び地方消費税

備　　考

1 水 道 事 業
収 益

2,081,819 △ 9,898 2,071,921 内消費税及び地方消費税

令和８年度

収益的収入及び支出

収　　入

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
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（単位：千円）

825,534

1
企 業 債
償 還 金

825,454 80 825,534

2
企 業 債
償 還 金

825,454 80

4 事 務 費 17,568 217 17,785

建設改良費 471,111 217 471,328 内消費税及び地方消費税

計 備　　考

1 資本的支出 1,296,565 297 1,296,862 内消費税及び地方消費税

支　　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額

資本的収入及び支出

1



１　総　括　 （単位：千円）

8 (3)

2 ( )

10 (3)

8 (3)

2 ( )

10 (3)

( )

( )

( )

注：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

扶養手当

840

1,056

△ 216 △ 632 △ 503 41 △ 7 △ 253 △ 120

1,800 11,651 9,603 2,808 804 2,009 948 630

2,808 2,002 695 510

通勤手当 地域手当 住居手当 児童手当
手
当
の
内
訳

管理職手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

1,800 11,019 9,100 845

217

合　　　　　　計 57 △ 1,690 △ 1,633 △ 157 △ 1,790

△ 1,578 △ 429 △ 2,007

資本勘定支弁職員 △ 55 △ 55 272
比
較

損益勘定支弁職員 57 △ 1,635

16,582

合　　　　　　計 47,287 31,309 78,596 21,714 100,310

65,929 17,799 83,728

資本勘定支弁職員 8,226 4,441 12,667 3,915
補
正
前

損益勘定支弁職員 39,061 26,868

12,612 4,187 16,799

47,344 29,619 76,963 21,557 98,520

25,233 64,351

合　　　　　　計

17,370 81,721

資本勘定支弁職員 8,226 4,386

一般職
（人）

報　酬 給　料 手　当 計

補
正
後

損益勘定支弁職員 39,118

補正予算給与費明細書

区　　　　分

職　員　数 給　　　与　　　費
法　定
福利費

合　計特別職
（人）

区　　　分

補　正　後

補　正　前

比　　　較

－5－
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員　 （単位：千円）

8 ( )

2 ( )

10 ( )

8 ( )

2 ( )

10 ( )

( )

( )

( )

注：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

840

1,056

損益勘定支弁職員

合　　　　　　計

区　　　　分

職　員　数

扶養手当

補　正　前

比　　　較 △ 216 △ 466 △ 362 41 △ 7 △ 253 △ 120

1,800 10,490 8,624 2,800 614 1,803 948 630

2,800 1,796 695 510

通勤手当 地域手当 住居手当 児童手当
手
当
の
内
訳

管理職手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

1,800 10,024 8,262 655

△ 1,637

△ 55

△ 94 △ 1,42057合　　　　　　計 △ 1,383

△ 55

△ 1,326

資本勘定支弁職員 272 217

20,438 91,363

比
較

損益勘定支弁職員 57

補
正
前

16,582

△ 1,328 △ 1,271 △ 366

合　　　　　　計 42,160 28,765 70,925

58,258 16,523 74,781

資本勘定支弁職員 8,226 4,441 12,667 3,915

33,934 24,324

42,217 27,382

16,157

20,344 89,943

73,144

資本勘定支弁職員 8,226 4,386 4,187

計

補
正
後

損益勘定支弁職員 33,991 22,996

69,599

56,987

給　　　与　　　費

12,612

法　定
福利費

合　計特別職
（人）

一般職
（人）

報　酬 給　料 手　当

16,799

区　　　分

補　正　後



　　イ　会計年度任用職員　 （単位：千円）

注：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

扶養手当区　　　分

補　正　後

合　　　　　　計

職　員　数

(3)

△ 166 △ 141

206190

206

地域手当 児童手当

995 838 8 190

住居手当
手
当
の
内
訳

管理職手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当

1,161 979 8

合　　　　　　計 ( ) △ 307 △ 307 △ 63 △ 370

△ 63 △ 370

資本勘定支弁職員 ( )

2,544 7,671

比
較

損益勘定支弁職員 ( ) △ 307 △ 307

8,947

7,671 1,276 8,9475,127

1,276

資本勘定支弁職員 ( )

2,544

7,364 1,213 8,577

補
正
前

損益勘定支弁職員 (3) 5,127

合　　　　　　計 (3) 5,127 2,237

2,237 7,364

区　　　　分

1,213 8,577

資本勘定支弁職員 ( )
補
正
後

損益勘定支弁職員 (3) 5,127

給　　　与　　　費
法　定
福利費

合　計特別職
（人）

一般職
（人）

報　酬 給　料 手　当 計

補　正　前

比　　　較
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２　給料及び手当の増減額の明細　 （単位：千円）

その他の増減分 △ 1,690 4月1日人事異動に伴う減

4月1日人事異動に伴う増

職 員
手 当

△ 1,690 制度改正に伴う増減分

57その他の増減分

区 分 増減額

給 料 57 給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

増減事由別内訳 説明 備考



３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

大学卒 232,000 232,000 228,800 256,300

高校卒 206,700 206,700 205,000 240,400

区　分 行　政　職 （円） 技能労務職（円）

一般会計の制度

行　政　職（円）
技能労務職（円）

１級 ２級

（円） 425,815

平 均 年 齢 (歳) 43.46

平 均 年 齢 (歳) 44.31

令和８年４月１日

平 均 給 料 月 額 （円） 350,640

平 均 給 与 月 額

技能労務職

令和８年９月１日

平 均 給 料 月 額 （円） 351,150

平 均 給 与 月 額 （円） 422,700

区　　　　　分 行　政　職

－9－
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（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

６ 級 ７ 級

行 政 職 主 事 主 事 主 査 係 長
課長補佐
主　　幹

課　　長
副 課 長

部 長
次 長

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級

計 10 100.0

７級 1 10.0

６級 2 20.0

５級

４級 3 30.0

２級

令和８年４月１日現在

１級 2 20.0

３級 2 20.0

計 10 100.0

７級 1 10.0

６級 2 20.0

５級

４級 3 30.0

２級

令和８年９月１日現在

１級 2 20.0

３級 2 20.0

区　　　分
行　政　職（円） 技能労務職（円）

級 職員数(人) 構成率(％） 級 職員数(人) 構成率(％）



（４）昇給

人事評価結果の活用

定期昇給以外の昇給制度

昇給区分【D】

昇給区分【E】

昇
給
号
給
数

備考

昇給区分【A】

昇給区分【B】

昇給区分【C】

説       明

1月1日

4号給
　高齢層（55歳以上）　　2号給
　管理職層（7級）　　　　3号給

4号給
　高齢層（55歳以上）　　1号給
　管理職層（7級）　　　　3号給

4号給　8人
　管理職層（7級）　　　　3号給

4号給
　管理職層（7級）　　　　3号給

4号給
　管理職層（7級）　　　　3号給

無

無

区                     分

昇　　　　給　　　　日

－11－
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（５）期末手当・勤勉手当

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（７）地域手当

注：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

(3)

支給対象地域 全地域

支給率（％） 4

支給対象職員数（人） 10

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特例措置
  (2％～45％加算)

一般会計の制度
（支給率（％））

4

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特例措置
  (2％～45％加算)

一般会計の制度 2.325 2.325 4.65

区　　分
２０年勤続
の者(月分)

２５年勤続
の者(月分)

３５年勤続
の者(月分)

最高限度
（月分）

補 正 後 2.325 2.325 4.65

補 正 前 2.325 2.325 4.65

区　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
備　　　考

６月(月分) １２月(月分)



（８）その他手当

管理職手当 同　じ

時間外勤務手当 同　じ

通勤手当 同　じ

区　　分 一般会計の制度との異同

扶養手当 同　じ

住居手当 同　じ
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